
  

  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成17年11月28日 

【事業年度】 第23期(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

【会社名】 株式会社ジャパン 

【英訳名】 JAPAN  CO.,  LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長  桐 間 幹 二 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区淡路町一丁目５番13号 

【電話番号】 (06)6203―7777(代表) 

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理統括  池 田 博 之 

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区淡路町一丁目５番13号 

【電話番号】 (06)6203―7777(代表) 

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理統括  池 田 博 之 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 
決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月

(1) 連結経営指標等     
売上高 (百万円) 74,531 ― ― ― ―
経常利益 (百万円) 1,922 ― ― ― ―
当期純利益 (百万円) 756 ― ― ― ―
純資産額 (百万円) 9,673 ― ― ― ―
総資産額 (百万円) 34,989 ― ― ― ―
１株当たり純資産額 (円) 1,285.72 ― ― ― ―
１株当たり当期純利益 (円) 100.68 ― ― ― ―
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 27.6 ― ― ― ―
自己資本利益率 (％) 8.1 ― ― ― ―
株価収益率 (倍) 15.4 ― ― ― ―
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,477 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,587 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △570 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,653 ― ― ― ―

従業員数 (ほか、平均
臨時従業員数) 

(名) 
753 

(592)

―

 

―

 

― 

 

―

 

(2) 提出会社の経営指標等     
売上高 (百万円) 62,539 77,382 77,983 75,254 73,745
経常利益 (百万円) 2,044 1,487 2,325 1,961 2,229
当期純利益又は当期純
損失（△） 

(百万円) 1,061 752 1,147 1,069 △1,163

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 2,374 2,374 2,374 2,374 2,374
発行済株式総数 (千株) 7,563 7,563 7,563 7,563 7,563
純資産額 (百万円) 11,360 10,716 11,746 12,638 11,300
総資産額 (百万円) 33,309 34,808 34,967 33,731 30,666
１株当たり純資産額 (円) 1,502.09 1,424.08 1,548.70 1,668.11 1,494.77
１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

15 

(7.50)

15

(7.50)

17.50

(7.50)

20 

(10)

20

(10)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 

(円) 140.35 99.95 147.75 138.12 △153.91

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― 99.44 147.51 ― ―

自己資本比率 (％) 34.1 30.8 33.6 37.5 36.9
自己資本利益率 (％) 9.7 6.8 10.2 8.8 △9.7
株価収益率 (倍) 11.0 11.6 8.1 10.2 △7.4
配当性向 (％) 10.7 15.0 11.8 14.1 ―
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― 1,494 3,259 △231 2,391

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △924 △260 △143 △304

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― △844 △1,630 △876 △2,018

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 1,322 1,392 2,760 1,509 1,578

従業員数 (ほか、平均
臨時従業員数) 

(名) 
619 

(464)

743

(542)

706

(650)

685 

(1,089)

667

(1,172)



(注) １ 平成13年９月１日をもって連結対象子会社を吸収合併したため、第20期より連結財務諸表を作成しておりません。よって

第20期より連結経営指標等については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 財務諸表等規則の改正により、第20期より自己株式を資本に対する控除項目としており、１株当たりの各数値(配当額は

除く。)の計算については自己株式数を控除して算出しております。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社であるため記

載しておりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益についての、第19期及び第22期は潜在株式が存在しないため、また、第23期は1株

当たり当期純損失のため、それぞれ記載しておりません。 

６ 第21期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

７ 平均臨時従業員数は21期まで１ヶ月240時間換算しておりましたが、第22期より１ヶ月170時間換算しております。 

  

２ 【沿革】 
  

  

年月 沿革

昭和57年９月 小売業を目的に株式会社桐間本店を兵庫県伊丹市に設立、１号店として伊丹店を設置 

昭和61年10月 ＰＯＳシステムを導入し、店舗・本社間のオンラインシステム化 

昭和62年９月 株式会社ジャパンに商号変更 

昭和63年11月 ＥＯＳシステムを導入し、取引先間との発注業務オンラインシステム化 

平成２年３月 京都府福知山市に10号店として福知山店を設置 

平成３年11月 事業拡大に伴い、本社社屋を兵庫県伊丹市に建設 

平成５年６月 兵庫県神崎郡福崎町に20号店として福崎店を設置 

平成５年７月 
物流の合理化、効率化等を目的として、兵庫県氷上郡柏原町（現丹波市）に柏原物流センターを

設置 

平成８年４月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成８年11月 大阪府大東市に30号店として大東店を設置 

平成９年５月 業容の拡大、物流の円滑化等の為、大阪府東大阪市に東大阪物流センターを設置 

平成９年10月 
関東圏進出の経営戦略の一環として、当社とほぼ同業態で実績のある会社(株式会社東京ジャパ

ン)の株式及び出資持分を取得し、営業を開始 

平成10年12月 大阪府堺市に50号店として堺深井店を設置 

平成12年４月 
当企業グループ輸入商品の安定的な商品調達機関として、米国子会社のU.S.-JAPAN CO.,LTD.を

設立 

平成12年７月 
ホームセンター業態と複合化をはかる足掛りとして、株式会社ニューファミリーを株式交換によ

り完全子会社化 

平成12年12月 事業拡大に伴い、本社を大阪市中央区に移転 

平成13年３月 神戸市北区に80号店として神戸藤原台店を設置 

平成13年７月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成13年９月 
連結子会社である株式会社ニューファミリーと株式会社東京ジャパンを簡易合併方式により吸収

合併 

平成13年９月 業務の迅速化・効率化を図るため、全社統合ＩＴシステム稼動 

平成14年３月 
事業拡大に伴い、大阪府吹田市に吹田物流センターを設置し、東大阪物流センターを統合。ま

た、埼玉県川口市に関東物流センターを設置 

平成16年10月 株式会社スギ薬局と資本提携・業務提携に関する基本合意を締結 



３ 【事業の内容】 

当企業グループは、株式会社ジャパン(当社)、子会社２社及び関連会社１社により構成され、ディスカウントセン

ター及びホームセンターとして家電製品、日用雑貨、スポーツ・レジャー用品、ＤＩＹ用品、食料品等の小売業、及

び卸売業、インターネットビジネス事業、土地及び建物の不動産賃貸業を行っております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

   
  

（注）1.当期において，株式会社ジェー・シー及び株式会社ケイアンドケイアソシエイツは解散いたしました。また桐

間硝子工業株式会社は全株式を譲渡し、子会社ではなくなりました。 

2.㈱新秋津は平成17年10月1日に当社が吸収合併しております。 

  



４ 【関係会社の状況】 

平成17年8月31日現在の当社の子会社は２社、関連会社は１社であります。 

経営資源の効率的・重点的配分による収益の向上を目的として、当期においてつぎのとおり子会社の整理を行いま

した。株式会社ジェー・シーは営業権を譲渡の上平成17年1月31日に解散し、株式会社ケイアンドケイアソシエイツも

平成17年4月1日に解散いたしました。桐間硝子工業株式会社は全株を同社の代表取締役である桐間敏夫氏に平成17年5

月23日に譲渡いたしました。なお、株式会社新秋津は平成17年10月１日に吸収合併いたしました。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

  

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の［外書］は、パートタイマー及びアルバイトの年間平均雇用人員(１ヶ月170時間換算)であります。 

３ 平均年間給与は正社員に対する給与であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

会社名 住所 資本金 事業内容
議決権の
所有割合 

摘要 

当社 大阪市中央区 2,374百万円 小売業 ― ― 

Ｕ.Ｓ.ＪＡＰＡＮ 
ＣＯ.,ＬＴＤ. 

米国 
カリフォルニア州
ラミランダ市 

1百万米ドル 卸売業 100％
当社商品の買い付けを
行っております。 

㈱新秋津 京都府福知山市 60百万円 不動産賃貸 100％
当社へ一店舗を賃貸し
ております。 

㈱イージャパンア
ンドカンパニーズ 

大阪市中央区 100百万円
インターネ
ットビジネ
ス事業 

49％
当社が商品の一部を供
給しております。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

667［ 1,172］ 34.2 4.3 4,123 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、堅調な企業業績を反映して、設備投資の回復、輸出の好調に支えられ、景気は回

復基調で推移し、株価も上昇傾向となりました。 

しかし、米国・中国経済の減速や原油価格の高騰による原材料費の上昇懸念もあり、先行き不透明で個人消費

は一部回復傾向にあるものの、総じて低調に推移いたしました。 

小売業界におきましては、相次ぐ大型台風の上陸、年末まで続いた極端な暖冬による需要の落ち込みに加え

て、消費者の購買意欲の回復の遅れを受け、また、同業種・異業種企業との競合も一層激化し、商況は依然として

厳しい状況となっております。 

このような厳しい企業環境下、当社は「改革元年、原点復帰」を本年度のスローガンとし、「安くて信頼性が

高く、便利な、お客様に魅力ある店づくり」を強く推し進めるため、組織の改変と人事の刷新を行うとともに、既

存店の活性化など売上増大施策の推進、ＩＴシステムの駆使による値入率の向上、経費の削減等ローコストの徹

底、そして人事制度の改革、財務体質の強化など構造改革に努めました。 

一方、確固たる経営基盤と環境の変化に柔軟に対応できる企業体質の構築のため、平成16年10月15日に、中京

圏を中心に「調剤併設型ドラッグストア」を305店舗（平成17年8月末現在）展開し、高付加価値を生むＭＤ（マー

チャンダイジング）及び充実した教育カリキュラム等のノウハウを有し、高成長・好業績を遂げている株式会社ス

ギ薬局と包括的業務提携を行いました。 

当期は緒についた段階でありますが、当期に開店した若江店で「ジャパン+スギ薬局」のベストミックスに向け

た実験店を立ち上げました。 

この状況の中、新店開発に傾注するとともに、業績回復力の乏しい店舗は経営資源の有効活用を図るため、営

業譲渡及び撤収を進めました。 

これにより、当期は関西圏で4店舗、関東圏で3店舗出店し、また、関西圏で1店舗移転新設するとともに、関西

圏で2店舗を閉鎖いたしました。この結果、当期末、店舗数は141店舗となりました。 

しかしながら、売上高は記録的な大型台風の上陸、それによる当社2店舗の浸水、暖冬による季節商品の不振等

により、2.0％の減収になりましたが、売上総利益率が値入率の向上施策の奏功、及び棚卸ロス率の改善などによ

り前年同期に比べ大きく0.6ポイント改善し、販売管理費も新規出店経費を既存店経費の削減でカバーして、0.5％

低減し増益への貢献をいたしました。 

また、財務内容の一層の健全化と財務諸表の透明性を図るため「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用す

るとともに、スギ薬局の高利益率商品の導入に備えての、大型商品・低回転率商品等の処分及び期間損益の一層の

適正化のため、内規に基づく役員退職慰労金の引当などの特別損失の計上により、当期は純損失となりました。 

この結果、当期の業績は、売上高73,745百万円（前年同期比 98.0％）、経常利益は、2,229百万円（前年同期比 

113.7％）、当期純損失は、1,163百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

現金及び現金同等物の期末残高は、1,578百万円となり、前年同期末より68百万円増加しました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当期における営業活動の結果得た資金は2,391百万円となり、前年同期に比べ2,622百万円増加しました。その

主な要因は、商品が前期末は7,338百万円から当期末は6,341百万円と996百万円減少し、法人税等の支払が896百万

円減少したことによります。 

一方、税引前当期純損失が595百万円となったのは、非支出費用である減損損失1,846百万円，役員退職慰労引

当金の増加額315百万円等が含まれていることによります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により使用した資金は304百万円であり、前年同期に比べ161百万円増加しました。その主な要因は新

規出店により、有形固定資産の取得による支出が前年同期より121百万円増加し、差入保証金の支払による支出が

同じく116百万円増加したことによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動で支出した資金は2,018百万円であり、前年同期に比べ1,141百万円増加しました。これは、短期借入

金の純増加額が前年同期に比べ950百万円減少したこと等によります。 

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

当社は小売業を営んでおり、生産及び受注の状況は記載しておりません。なお、下記の金額に消費税等は含まれて

おりません。 

  

(1) 地区別販売状況 

  

(注) 店舗数は期末時点におけるものであります。 

  

(2) 商品別販売状況 

  

  

地区別 
第23期

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

前年同期比(％) 

(関西地区)  

 大阪府(56店舗) 34,543百万円 97.1

 兵庫県(36店舗) 18,561百万円 98.1

 京都府(15店舗) 7,588百万円 99.5

 奈良県( 5店舗) 2,106百万円 93.1

 滋賀県( 2店舗) 1,441百万円 95.0

  小計(114店舗) 64,241百万円 97.5

(関東地区)  

 埼玉県(23店舗) 8,042百万円 101.0

 群馬県( 1店舗) 486百万円 98.2

 東京都( 3店舗) 975百万円 109.1

  小計(27店舗) 9,503百万円 101.6

合計(141店舗) 73,745百万円 98.0

商品別 
第23期

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

前年同期比(％) 

家電製品 4,843百万円 88.4

日用雑貨 18,108百万円 97.8

スポーツ・レジャー用品 8,863百万円 97.7

ＤＩＹ用品 1,479百万円 90.5

食料品 36,308百万円 100.4

チケット 2,309百万円 91.4

その他 1,832百万円 98.8

合計 73,745百万円 98.0



(3) 商品別仕入状況 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

小売業界を取り巻く環境は、景気が回復基調にあるものの、異業種を含めた店舗競争が一段と激化している状

況の中で、安定的に成長していくために、経営資源の重点的かつ適正な配分をしながら、中期経営計画を推し進

め、企業基盤の強化に努めてまいります。 

（1）環境対応 

環境対応も重要な経営課題と捉えております。各種のボランティア活動に取り組んでおりますとともに、地域

住民の声を聞きながら地域との更なる共生を図ってまいります。 

（2）リスク管理体制の整備 

リスク管理体制については、当社の業務に係るリスクについて適切に管理する体制整備に取り組んでおりま

す。特に、個人情報リスクに関しては、危機管理体制の整備を終えております。なお、事業等のリスクにつきまし

ては後記いたしております。 

  

商品別 
第23期

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

前年同期比(％) 

家電製品 3,664百万円 77.3

日用雑貨 14,448百万円 94.7

スポーツ・レジャー用品 5,637百万円 88.3

ＤＩＹ用品 1,017百万円 86.3

食料品 30,229百万円 99.6

チケット 2,104百万円 90.6

その他 1,624百万円 98.8

合計 58,726百万円 94.9



４ 【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、当事業年度末において投資者の判断に重要

な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

（1）店舗拡大 

 当社は更なるドミナント化を推進するために積極的な新規出店を計画しておりますが、経済情勢の変化等により適切

な店舗用地の確保に時間を要する場合や、競合他社の出店による競争激化等によって、適切な人材の確保を含め、当社

の出店に影響を及ぼす可能性があります。一方、商圏の変化等により不採算な店舗は撤退を余儀なくされる可能性があ

ります。 

  

（2）出店に対する規制について 

当社は食料品及び日用雑貨を中心とした売場面積700㎡程度の総合ディスカウント店を多店舗展開しておりますが、売

場面積が1,000㎡を超える新規出店及び既存店舗の増床については、平成12年6月1日より施行された「大規模小売店舗立

地法」（以下「立地法」という）の規制を受けます。また、売場面積が1,000㎡未満であっても地方自治体独自の規制が

ある場合には立地法に準じた規制を受け、計画通りの出店や業績の達成ができなくなる可能性があります。 

  

（3）競合 

 当社の出店エリアにおいて、大手スーパー、それぞれの分野の専門店、ドラッグストア等様々な業態の店舗と競合し

ております。「安くて信頼性が高く、そして便利な、お客様に魅力ある店づくり」を推し進め、差別化を図っておりま

すが、こうした競合が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（4）保有土地の含み損実現の可能性について 

 当社は、平成17年8月末現在帳簿価額10,997百万円の土地を所有しておりますが、今後の地価の動向及び店舗業績の悪

化等によっては減損損失が発生する可能性があります。 

  

（5）差入保証金について 

 当社の出店は、賃借による方法を基本としております。このため、店舗用建物の契約時に賃貸人に対し保証金を差入

れております。差入保証金の残高は、平成17年8月末現在3,837百万円であります。 

 当該保証金は期間満了等による契約解消時に契約に従い返還されることになっておりますが、賃貸人の経済的破綻等

によりその一部または全額が回収できない可能性があります。また、契約に定められた期間満了前に中途解約した場合

は、契約内容に従って違約金の支払が必要となる場合があります。 

  

（6）今後の金利変動による影響について 

 当社は金利変動に伴うリスクをヘッジするため金利スワップ契約を行い、長期借入金については金利の固定化を図っ

ておりますので、金利が低下した場合には機会損失を被る可能性があります。 

  



（7）今後の為替変動による影響について 

 当社は海外から直輸入で商品を調達しております。為替リスクをヘッジするため、為替オプション契約等により将来

ほぼ4年間の為替レートを固定しておりますので、円高に振れた場合には機会損失を被る可能性があります。 

  

（8）全社統合ＩＴシステムについて 

 当社は、受発注をはじめほぼ全ての業務をコンピュータ処理によって行っております。随時バックアップ等の保守業

務を行っておりますが、システムダウン等が発生した場合には日常業務に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（9）在庫評価について 

 当社の取扱商品は生活必需品を中心に幅広い商品群を取り揃えております。ライフサイクルの短い季節商品等では陳

腐化や、売れ残る場合の性能劣化による商品評価減や商品廃棄ロスが発生する可能性があります。 

  

（10）消費者の購買意欲、天候 

 景況の変化により消費者の購買意欲の変化、天候不順等によって業績が影響を受けるため、この状況に臨機応変に対

応しなければ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

株式会社スギ薬局との間で平成16年10月15日に資本提携・業務提携に関する基本合意書を締結しております。 

これはお客様から信頼される企業であり続けながら、「安くて信頼性が高くそして便利なビッグコンビニエンス」

として確固たる基盤を環境の変化に柔軟に対応できる企業体質の構築には、当社のローコストオペレーション、食品

及び海外商品の調達力等と、スギ薬局の高付加価値を生むＭＤ（マーチャンダイジング）、薬剤師の採用・育成及び

充実した教育カリキュラム等のノウハウとの融合を図ることを目的としております。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態 

流動資産は、前期末において増加した商品在庫を996百万円圧縮したことにより、805百万円減の9,777百万円（前期比

92.4％）となりました。 

有形固定資産は減損会計の適用により、土地で1,479百万円、建物で298百万円等の減損処理を行いました。また、有

形固定資産の減価償却が441百万円に対し新規取得は306百万円であり、1,951百万円減の15,059百万円（前期比88.5％）

となりました。 

無形固定資産も同じく減損処理等により72百万円減の144百万円(前期比66.7％)となりました。 

投資その他の資産は、投資有価証券の売却等により236百万円減の5,684百万円（前期比96.0％）となり、固定資産合

計で2,259百万円減の20,888百万円(前期比90.2％)、資産合計では、3,065百万円減の30,666百万円（前期比90.9％）と

資産の圧縮に努めました。 

流動負債は、未払法人税等が313百万円増加しましたが、買掛金531百万円減及び短期借入金500百万円減等により569

百万円減の13,906百万円（前期比96.1％）となりました。 

固定負債は、役員退職慰労引当金が315百万円増加しましたが、長期借入金が1,440百万円減少したことにより、1,158

百万円減の5,458百万円（前期比82.5％）となりました。負債合計は1,728百万円減の19,365百万円（前期比91.8％）と

なりました。 

資本合計は当期純損失となったことにより利益剰余金が1,339百万円減少し、1,337百万円減の11,300百万円（前期比

89.4％）となりました。 

  

（2）経営成績 

売上高は大型台風の度重なる上陸や、それによる休業、暖冬による季節商品の不振などにより、既存店ベースでの売

上高が97.3％となり、また8店舗の新規出店をおこないましたが4月から7月と期末近くであり、新店効果による売上の増

加に貢献せず、売上高は1,508百万円減の73,745百万円（前年同期比98.0％）となりました。 

一方売上総利益は、値入率の向上施策や棚卸ロス率の改善等により162百万円増の14,022百万円（前年同期比

101.2％）となりました。 

販売費及び一般管理費は従業員給与及び賞与が増加したものの、リース料や減価償却費が減少し,58百万円減の11,880

百万円（前年同期比99.5％）となり、営業利益は221百万円増の2,142百万円（前年同期比111.5％）となりました。 

経常利益は借入金の減少に伴い、支払利息が減少したことにより268百万円増の2,229百万円（前年同期比113.7％）と

なりました。 

しかしながら、早期適用である減損会計により1,846百万円、役員退職慰労引当の導入に伴う繰入297百万円等総額

2,836百万円の特別損失を計上したことにより、税引前当期純損失595百万円となりました。なお、これらの費用は実支

払を伴うものではありません。 

また、これらによる税効果により、法人税等調整額がマイナス265百万円となるものの法人税、住民税及び事業税が

834百万円となり、当期純損失は1,163百万円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期における設備投資の総額は306百万円であり、8店舗を新規出店したことに伴うものであります。 

その主なものは鹿浜店51百万円、飯能店45百万円、上青木店39百万円、若江店31百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

  

(注) １ 平成17年８月31日現在の帳簿価額によっております。 

２ 上記中( )内は、賃借中のものを内数で示しております。 

３ 「有形固定資産その他」は「構築物」「車両及び運搬具」及び「工具器具及び備品」であります。 

４ 従業員数の( )内は臨時従業員(１ヶ月170時間換算)の年間の平均人数であり、外数表示であります。 

５ 上記金額に消費税等は含めておりません。 

６ 上記の他、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記の通りであります。 
  

  

事業所名 設備の内容 売場面積 
(㎡) 

帳簿価額
従業 
員数 
(人) 建物 

(百万円) 

土地 有形固定
資産その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

金額(百万円) 面積(㎡)

[小売専業部門] 
(関西地区)          

大阪府(56店舗) 店舗 27,807 1,093 4,284
(80,401)
98,580

 
119 5,497 239 

(534)

兵庫県(36店舗) 店舗 24,064 845 3,221
(65,492)
91,609

 
104 4,171 163 

(298)

京都府(15店舗) 店舗 14,408 342 1,683
(31,014)
45,806

 
53 2,079 62 

(124)

滋賀県( 2店舗) 店舗 2,177 259 57
(4,735)
10,666

46 362 9 
(20)

奈良県( 5店舗) 店舗 2,634 108 ―
(10,265)
10,265

 
21 129 17 

(36)

(関東地区)          

東京都( 3店舗) 店舗 1,622 88 ―
(5,342)
5,342
 

11 100 8 
(15)

埼玉県(23店舗) 店舗 11,650 246 ―
(51,687)
51,687

 
48 295 61 

(132)

群馬県( 1店舗) 店舗 485 17 ―
(2,239)
2,239

1 19 3 
(7)

[物流部門]          

物流センター 
( 4ヶ所) 物流センター ― 112 562 14,322 6 681 15 

(3)

[管理部門]          

本部 事務所等 ― 464 1,187
(16,384)
32,632

 
55 1,707 90 

(3)

事業所名 設備の内容 
年間リース料
(百万円) 

リース契約残高
(百万円) 

リース期間 
（年） 

各店 店舗備品等 544 564 1～5 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) １ 上記金額に消費税等は含めておりません。 

    ２ 投資予定金額には差入保証金を含んでおります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 店舗の活性化を図るため、年間１店舗程の閉鎖を計画しておりますが、具体的な店舗及び期日は未定であります。 

事業所名 所在地 
設備の 
内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 完成後の
増加売場
面積 
(㎡) 

総額 
(百万円) 

既支払額
(百万円)

着手 完了 

橿原店 奈良県橿原市 店舗 65 23 自己資金
平成

17年8月 
  

平成

17年9月 
  

990

豊中熊野店 大阪府豊中市 同 上 70 ― 同 上 17年9月 17年10月 680

三木志染店 兵庫県三木市 同 上 60 ― 同 上 17年9月 17年10月 690

河辺店 東京都青梅市 同 上 60 9 同 上 17年8月 17年11月 600

鈴蘭台店 兵庫県神戸市 同 上 140 4 同 上 17年2月 18年4月 800

他3店舗 関西及び関東 同 上 240 ― 同 上 未定 未定 未定 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は、27,000,000株とする。ただし、株式の消却がおこなわれた場合には、これに相当する株式

数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 27,000,000

計 27,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 7,563,150 7,563,150

東京証券取引所
市場第二部 完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 大阪証券取引所

市場第二部 

計 7,563,150 7,563,150 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

  ① （第1回新株予約権） 

(注）１ 新株予約権発行後において、新株予約権の行使がなされるまでの間に当社の発行済株式の総議決権数（潜在株式の全てを

行使すれば取得できるであろう当社株式に係る議決権数を含む。以下同じ。）につき増減が生じた場合（以下「調整事

由」という。）には、新株予約権の目的たる株式数は、新株予約権者が既に有する議決権数と本但書によって調整された

後の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数の合計が、調整事由発生後の当社の発行済株式の総議決権数と本但書に

よって調整された後の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数との合計数の33.4％となる数に調整されるものとす

る。なお、当該計算においては、上記但書によって調整された後の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数につき小

数点以下を切り上げて計算し、当該小数点以下を切り上げた数に100を乗じた数が新株予約権の目的たる株式数となるも

のとする。 

２ 平成18年1月1日（以下「行使価額修正日」という。）以降においては、下記に定める行使価額の調整を条件として、行使

価額は、行使価額修正日における行使価額に1.05を乗じた額に修正されるものとする。なお、新株予約権発行後、当社が

株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  また、新株予約権発行後に、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（本新株予約権の行使に

より新株式を発行する場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げ

る。なお、自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分する自己株式数」に、「自己

株式数」は「処分前自己株式数」に、「1株当たり払込金額」は「1株当たり処分金額」に、それぞれ読み替える。 

  さらに、新株予約権発行後に、当社が合併、会社分割又は資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とするときは、

当社は行使価額の調整を適切に行うものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成16年11月26日）

  
事業年度末現在

（平成17年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数 1個 同左 

新株予約権の目的となる株
式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株
式の数 

2,666,800株 （注）1 同左 

新株予約権の行使時の 
払込金額 

1株当たり1,340円 （注）2 同左 

新株予約権の行使期間 平成16年12月6日～平成18年8月31日 同左 

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,340円 
 但し、注2欄の調整が行われることがある。 
資本組入額  670円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

1 新株予約権者は、その有する新株予約権の全て
を一括してのみ行使しうるものとする。 

2 その他新株予約権の行使に関する条件は、当社
取締役会決議に基づき、当社と割当予定者との
間で締結した「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する
事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の
承認を受けなければこれをすることができない。 

同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1 

分割・併合の比率 

  
（既発行株式数-自己株式数）＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

  調整後 
＝ 
 調整前 

× 
時価 

 行使価額 行使価額 （既発行株式数－自己株式数）＋新規発行株式数 



  ② （第2回新株予約権） 

(注）１ 新株予約権発行後において、新株予約権の行使がなされるまでの間に当社の発行済株式の総議決権数（潜在株式の全てを
行使すれば取得できるであろう当社株式に係る議決権数を含む。以下同じ。）につき増減が生じた場合（以下「調整事
由」という。）には、新株予約権の目的たる株式数は、新株予約権者が既に有する議決権数、調整後の第１回新株予約権
の目的たる株式数に係る議決権数（但し、第１回新株予約権が未行使の場合に限る。）及び本但書によって調整された後
の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数の合計が、調整事由発生後の当社の発行済株式の総議決権数、調整後の第
１回新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数（但し、第１回新株予約権が未行使の場合に限る。）及び本但書によっ
て調整された後の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数との合計数の50.1％となる数に調整されるものとする。な
お、当該計算においては、上記但書によって調整された後の新株予約権の目的たる株式数に係る議決権数につき小数点以
下を切り上げて計算し、当該小数点以下を切り上げた数に100を乗じた数が新株予約権の目的たる株式数となるものとす
る。 

２ 平成18年1月1日（以下「第１回行使価額修正日」という。）以降においては、下記に定める行使価額の調整を条件とし
て、行使価額は、第１回行使価額修正日における行使価額に1.05を乗じた額に修正され、また、平成19年1月1日（以下
「第2回行使価額修正日」という。）以降においては、下記に定める行使価額の調整を条件として、行使価額は、第２回
行使価額修正日における行使価額に1.15を乗じた額に修正されるものとする。なお、新株予約権発行後、当社が株式分
割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

  また、新株予約権発行後に、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（本新株予約権及び第１
回新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる1円
未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分を行う場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分する自
己株式数」に、「自己株式数」は「処分前自己株式数」に、「1株当たり払込金額」は「1株当たり処分金額」に、それぞ
れ読み替える。 

  さらに、新株予約権発行後に、当社が合併、会社分割又は資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とするときは、
当社は行使価額の調整を適切に行うものとする。 

  

株主総会の特別決議日（平成16年11月26日）

  
事業年度末現在

（平成17年８月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年10月31日） 

新株予約権の数 1個 同左 

新株予約権の目的となる株
式の種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株
式の数 

3,423,700株 （注）1 同左 

新株予約権の行使時の 
払込金額 

1株当たり1,340円 （注）2 同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年12月6日～平成19年8月31日
 但し、第1回新株予約権の行使がないまま、第1
回新株予約権の行使期間が満了した場合には、第1
回新株予約権の行使期間満了時までとする。 

同左 

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,340円 
 但し、注2欄の調整が行われることがある。 
資本組入額  670円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

1  第１回新株予約権の全てが行使された以後でな
ければ、行使することができない。 

2  新株予約権者は、その有する新株予約権の全て
を一括してのみ行使しうるものとする。 

3  その他新株予約権の行使に関する条件は、当社
取締役会決議に基づき、当社と割当予定者との
間で締結した「新株予約権割当契約」に定める
ところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する
事項 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の
承認を受けなければこれをすることができない。 

同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1 

分割・併合の比率 

  
（既発行株式数-自己株式数）＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

  調整後 
＝ 
 調整前 

× 
時価 

 行使価額 行使価額 （既発行株式数－自己株式数）＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注)  (株式交換)  相手先：株式会社ニューファミリー  交換比率：1：0.11 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 自己株式2,852株は「個人その他」に28単元、及び「単元未満株式の状況」に52株含めて記載しております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式774株は「その他の法人」に7単元及び「単元未満株式の状況」に74株含めて記載しておりま

す。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成12年７月20日 
(注) 

600 7,563 30 2,374 2,130 4,645

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 17 18 120 18 4 5,171 5,348 ―

所有株式数 
(単元) 

― 8,764 1,877 13,404 14,674 32 36,784 75,535 9,650

所有株式数 
の割合(％) 

― 11.6 2.5 17.8 19.4 0.0 48.7 100.0 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 前事業年度末現在主要株主であった桐間幹二は、当事業年度末では主要株主でなくなりました。 

２ タワー投資顧問株式会社から平成13年8月1日付で提出された変更報告書により同日現在で775千株を保有している旨の報

告を受けておりますが、当社として当事業年度末の実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には

含めておりません。なお、内容は以下のとおりであります。 

    大量保有者 タワー投資顧問株式会社 

住   所 東京都港区芝大門１丁目12番16号 

所有株式数 775千株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 10.2％ 

３ ジャパン共栄会は取引先による持株会であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

桐 間 幹 二 兵庫県西宮市甲陽園目神山町10-23 750 9.9

株式会社スギ薬局 愛知県安城市二本木町二ツ池33－５ 750 9.9

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
(常任代理人株式会社東京三菱
銀行) 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A,U.K.  
(東京都千代田区丸の内２丁目７-１) 

570 7.5

桐 間 精 一 兵庫県宝塚市雲雀丘山手１丁目１－６ 347 4.6

ドイチェバンクアーゲー 
ロンドンピービー 
ノントリティー 
クライアンツ613 
(常任代理人 ドイツ証券会社 
東京支店) 

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT
WINCHESTER STREET,LONDON EC2N 2DB 
U.K. 
(東京都千代田区永田町２丁目11-１ 
山王パークタワー) 

261 3.5

モルガンスタンレーアンド 
カンパニーインク 
(常任代理人 モルガン・ 
スタンレー証券会社東京支店) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,
LONDON E14 4QA ,U.K. 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー) 

213 2.8

ジャパン共栄会 大阪市中央区淡路町１丁目５―13 165 2.2

ユービーエスエイジーロンドン
アジアエクイティーズ 
(常任代理人 ＵＢＳ証券会社) 

1 FINSBURY AVENUE,LONDON
 EC2M 2PP,U.K. 
(東京都大手町１丁目５番１号 大手町
ファーストスクェアイーストタワー) 

159 2.1

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10－17 130 1.7

桐間いづみ 大阪市北区中津１丁目７番６号 113 1.5

計 ― 3,460 45.7



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ774株(議決権の数7個)及び74株含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式52株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

平成17年８月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 2,800

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

7,550,700
75,507 ― 

単元未満株式 普通株式 9,650 ― ― 

発行済株式総数 7,563,150 ― ― 

総株主の議決権 ― 75,507 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ジャパン 

大阪市中央区淡路町 
一丁目５番13号 

2,800 ― 2,800 0.0

計 ― 2,800 ― 2,800 0.0

決議年月日 平成16年11月26日

付与対象者の区分及び人数 株式会社スギ薬局  １社

新株予約権の目的となる株式の種類 （２）新株予約権等の状況に記載しております。 

株式の数（株） 同 上

新株予約権行使時の払込金額（円） 同 上

新株予約権の行使期間 同 上

新株予約権の行使の条件 同 上

新株予約権の譲渡に関する事項 同 上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題と位置づけ、中長期的展望に基づき、事業拡大と経営基盤の強

化を図るための、内部留保の充実等を勘案しながら、安定的な利益還元を行うことを利益の配分の基本方針としてお

ります。 

以上のような基本方針に基づき、当期におきましては、利益配当を１株当たり10円、中間配当金10円と合わせて20

円としました。 

この結果、配当金総額は151百万円で、株主資本配当率1.3％となりました。 

内部留保資金につきましては、新規出店の投資資金、既存店の活性化及びＩＴシステムの拡充等の投資に充当し、

業績の向上と企業体質の強化に勤め、株主資本利益率の一層の向上を図ってまいります。 

なお、第23期の中間配当についての取締役会決議は平成17年４月18日に行っております。 

  

４ 【株価の推移】 

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 当社株式は、平成13年７月26日から東京証券取引所市場第二部に上場しております。 

２ 最高・最低株価は、平成13年６月までは大阪証券取引所市場第二部におけるものであり、平成13年７月以後は東京証券取

引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

最高(円) 2,425 1,600 1,440 1,920 1,435

最低(円) 1,190 1,110 997 1,175 1,019

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 1,239 1,223 1,170 1,156 1,170 1,174

最低(円) 1,191 1,111 1,116 1,124 1,128 1,136



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 取締役杉浦広一は商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役であります。 

２ 常勤監査役大庭勲男、監査役池田健二及び監査役筒井一曻は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18

条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長兼社長 ― 桐 間 幹 二 昭和15年２月16日生

昭和41年５月 桐間硝子工業㈱設立 

（昭和55年清算） 

代表取締役就任 

750

昭和55年９月 ジャパン(ディスカウント・スト

アー)創業 

昭和57年９月 ㈱桐間本店(現 ㈱ジャパン)設立 

取締役就任 

昭和60年11月 代表取締役会長就任 

平成16年9月 代表取締役会長兼社長就任（現

任） 

専務取締役 管理統括 池 田 博 之 昭和16年３月21日生

平成８年６月 ㈱ニューファミリー入社 

0

平成９年５月 同社常務取締役就任 

平成12年６月 当社取締役就任 

平成14年９月 専務取締役就任(現任) 

平成16年９月 管理統括(現任) 

常務取締役 物流統括 今 井 正 雄 昭和17年５月25日生

昭和44年８月 桐間硝子工業㈱入社 

8

昭和57年９月 当社入社 

平成５年３月 物流部長 

平成６年11月 取締役就任 

平成12年12月 常務取締役就任(現任) 

平成16年９月 物流統括(現任) 

取締役 ― 杉 浦 広 一 昭和25年７月22日生

昭和57年３月 株式会社スギ薬局を設立 

代表取締役社長就任（現任） ―
平成16年11月 当社取締役就任（現任） 

取締役 商品部長 成 木 徳 彦 昭和20年11月５日生

平成11年５月 当社入社 

1
平成11年９月 仕入部長 

平成14年11月 取締役就任(現任) 

平成16年９月 商品部長（現任） 

取締役 営業本部長 竹 田 信 行 昭和25年4月22日生 

平成15年12月 当社入社 

― 
平成16年９月 東京事務所部長 

平成17年９月 営業本部長(現任) 

平成17年11月 取締役就任（現任） 

取締役 経理部長 坂 本 茂 男 昭和21年8月17日生 

平成14年11月 当社入社 

0 平成15年１月 経理部長（現任） 

平成17年11月 取締役就任（現任） 

取締役 経営戦略室部長 童   衛 平 昭和35年10月21日生 

平成８年２月 当社入社 

1
平成11年９月 データ管理部長 

平成15年９月 経営戦略室部長(現任) 

平成17年11月 取締役就任（現任） 

監査役 常勤 大 庭 勲 男 昭和17年７月16日生

昭和40年４月 相互信用金庫入庫 

0平成14年６月 相互信用金庫退庫 

平成15年11月 当社監査役就任(現任) 

監査役 ― 池 田 健 二 昭和14年４月４日生

昭和33年４月 大蔵省入省 

0

平成８年７月 尼崎税務署長 
平成９年７月 大蔵省退宮 

平成９年10月 税理士事務所開設 
平成15年11月 当社監査役就任(現任) 

監査役 ― 筒 井 一 曻 昭和16年11月27日生

昭和35年３月 伊丹市役所入所 

―

平成12年４月 伊丹市経済文化部長 

平成13年３月 伊丹市役所退所 

平成13年４月 伊丹市文化振興財団理事 

平成15年11月 当社監査役就任(現任) 

計 761



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、引き続き取締役会・監査役会制度を軸にコーポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。経営判断

の迅速化と経営の透明性の観点から、経営のチェック機能の充実を重要課題としており、激動する経営環境により柔

軟に対応するため、経営管理組織を強化し、コーポレート・ガバナンスの確立に取り組んでまいります。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は、定期的に開催する取締役会によって、基本戦略の策定、重要業務の執行に関する決定を迅速かつきめ細かく

審議する体制をとっております。また、取締役会と社長を補佐するため、社長が主宰する経営推進会議を随時開催して

おります。そして、日常業務の執行に係わる諸課題についても、審議・決定し、決定した事項は大幅に権限委譲し、迅

速かつ適正に処理するとともに、各部の情報を交換し情報の共有化に努めております。     

監査役会につきましては、税理士１名を含む社外監査役３名で構成し、取締役会に出席し、業務執行状況の妥当性、

効率性などの監査をおこない、経営監視機能の充実を図っております。 

監査室（３名）は社長直轄となっており、監査役監査とは区別し、主に業務の効率化や各部門の業務の適法性及び妥

当性について監査しております。 

会計監査人は、通常の監査のほか、監査人の独立性を損なわない範囲内で適宜相談確認をうけております。 

顧問弁護士には、法律上の判断が必要な都度、相談、確認するなどコンプライアンスの徹底を図っております。 

税務関連業務に関しましては、外部専門家と契約を締結してアドバイスを受けております。 

  

 



(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

社外取締役杉浦広一は、当社の第２位の大株主であるスギ薬局の代表取締役社長であります。また３名の社外監査

役を選任しておりますが、それぞれ人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の該当事項はありません。 

  

(4) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

株主、投資家に対して迅速かつ適時に情報開示を行うため、平成16年8月期の第１四半期より四半期業績の開示を開

始しております。併せてホームページ上への決算概況、中期経営計画等をタイムリーに掲載するとともに、決算説明

会の開催などを継続的に実施し、ディスクロージャーの強化に努めてまいりました。 

  

(5) 役員報酬の内容       

  

(6) 監査報酬の内容 

当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく報酬14百万

円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数）、監査業務に係る補助者の構成については次のと

おりであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

     指定社員 業務執行社員 石黒訓（9年）  生越栄美子（2年） 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士 2名   会計士補 4名 

① 取締役及び監査役の年間報酬総額 

  取締役 83百万円（社外取締役１名は無報酬） 

  監査役  5百万円 

② 利益処分による取締役及び監査役賞与金 

  取締役 24百万円 

  監査役  1百万円 

③ 株主総会決議に基づく役員退職慰労金 

  当期中の退任取締役２名 259百万円 

（注）上記のほか、使用人兼務取締役３名に対し、使用人分の給与及び賞与20百万円を支払ってお

ります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第22期事業年度(平成15年９月１日から平成16年８月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則第2項ただし書きにより、改正

前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 連結財務諸表について 

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度

に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

  

  

３ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第22期事業年度(平成15年９月１日から平成16年８月31日まで)及

び第23期事業年度(平成16年９月１日から平成17年８月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受

けております。 

  

① 資産基準 0.5％

② 売上高基準 0.5％

③ 利益基準 1.4％

④ 利益剰余金基準 1.0％



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第22期

(平成16年８月31日) 
第23期 

(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金 ※２  2,309 2,378  

２ 売掛金  190 210  

３ 商品  7,338 6,341  

４ 貯蔵品  63 62  

５ 前渡金  76 64  

６ 前払費用  316 323  

７ 繰延税金資産  93 279  

８ 関係会社短期貸付金  28 28  

９ その他  169 88  

10 貸倒引当金  △3 △0  

流動資産合計  10,583 31.4 9,777 31.9

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産     

１ 建物 ※２ 7,631 7,520    

減価償却累計額 △3,606 4,025 △3,941 3,579  

２ 構築物 ※２ 848 885    

減価償却累計額 △555 292 △593 292  

３ 車両及び運搬具 13 11    

減価償却累計額 △12 0 △10 0  

４ 工具器具及び備品 782 812    

減価償却累計額 △590 192 △637 174  

５ 土地 ※２  12,499 10,997  

６ 建設仮勘定  ― 16  

有形固定資産合計  17,010 50.4 15,059 49.1

(2) 無形固定資産     

１ 営業権  41 20  

２ 借地権  94 48  

３ ソフトウェア  22 17  

４ 電話加入権  58 58  

無形固定資産合計  216 0.6 144 0.5

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券  126 59  

２ 関係会社株式  332 310  

３ 関係会社長期貸付金  611 582  

４ 長期前払費用  205 209  

５ 繰延税金資産  366 443  

６ 差入保証金 ※２  3,852 3,837  

７ その他  444 248  

８ 貸倒引当金  △20 △8  

投資その他の資産合計  5,920 17.6 5,684 18.5

固定資産合計  23,148 68.6 20,888 68.1

資産合計  33,731 100.0 30,666 100.0

      



  

  
第22期

(平成16年８月31日) 
第23期 

(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※１  9,491 8,960  

２ 短期借入金 ※２  1,050 550  

３ 一年以内返済予定 
長期借入金 

※２  2,401 2,368  

４ 一年内償還予定社債  200 300  

５ 未払金  610 595  

６ 未払費用  260 265  

７ 未払法人税等  253 566  

８ 前受金  13 8  

９ 預り金  38 38  

10 賞与引当金  130 191  

11 その他  25 61  

流動負債合計  14,475 42.9 13,906 45.3

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  750 900  

２ 長期借入金 ※２  4,868 3,428  

３ 退職給付引当金  131 164  

４ 役員退職慰労引当金  ― 315  

５ 長期未払金  42 10  

６ 預り保証金  401 388  

７ その他  422 252  

固定負債合計  6,617 19.6 5,458 17.8

負債合計  21,093 62.5 19,365 63.1

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  2,374 7.0 2,374 7.8

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 4,645 4,645    

２ その他資本剰余金     

自己株式処分差益 5 5    

資本剰余金合計  4,651 13.8 4,651 15.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 93 93    

２ 任意積立金     

別途積立金 3,420 3,513 3,420 3,513  

３ 当期未処分利益  2,096 756  

利益剰余金合計  5,609 16.7 4,269 13.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※５  5 0.0 9 0.0

Ⅴ 自己株式 ※４  △2 △0.0 △3 △0.0

資本合計  12,638 37.5 11,300 36.9

負債及び資本合計  33,731 100.0 30,666 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

   商品売上高  75,254 100.0 73,745 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 期首商品たな卸高 6,862 7,338   

 ２ 当期商品仕入高 61,869 58,726   

   合計 68,732 66,064   

 ３ 期末商品たな卸高 7,338 61,393 81.6 6,341 59,722 81.0

   売上総利益  13,860 18.4 14,022 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  11,939 15.8 11,880 16.1

   営業利益  1,921 2.6 2,142 2.9

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 37 33   

 ２ 受取配当金 2 2   

 ３ 賃貸収入 396 395   

 ４ 雑収入 91 528 0.7 80 511 0.7

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 199 158   

 ２ 社債利息 6 13   

 ３ 賃貸原価 233 225   

 ４ 雑損失 48 488 0.7 26 424 0.6

   経常利益  1,961 2.6 2,229 3.0

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※２ 14 ―   

 ２ 子会社清算益 ― 14 0.0 11 11 0.0

     



  

  

  
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 28 6   

２ 固定資産売却損 ※４ ― 18   

 ３ 減損損失 ※５ ― 1,846   

４ 商品評価損 ― 250   

５ 長期為替予約評価損 ― 53   

６ 子会社株式評価損 2 ―   

７ 差入保証金償却損 28 ―   

８ 役員退職金 8 259   

９ 役員退職慰労引当金繰入 ― 297   

10 火災損失 ※６ 36 ―   

11 災害損失 ※７ ― 104 0.1 104 2,836 3.8

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失（△） 

 1,871 2.5 △595 △0.8

法人税、住民税及び 
事業税 

717 834   

法人税等調整額 85 802 1.1 △265 568 0.8

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

 1,069 1.4 △1,163 △1.6

前期繰越利益  1,102 1,995 

中間配当額  75 75 

当期未処分利益  2,096 756 

     



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

科目 
 

第22期
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前当期純利益又は税引前当期純損失
（△） 

 1,871 △595

減価償却費  528 463

減損損失  ― 1,846

子会社清算損益      （利益：△）  ― △11

固定資産売却損益    （利益：△）  △14 18

固定資産除却損  28 6

火災損失  36 ―

災害損失  ― 104

商品評価損  ― 250

長期為替予約評価損  ― 53

差入保証金償却損  28 ―

役員退職金  8 259
役員退職慰労引当金の増減額

 （減少：△） 
 ― 315

貸倒引当金の増減額     （減少：△）  0 4

賞与引当金の増減額     （減少：△）  △12 61

退職給付引当金の増減額  （減少：△）  13 32

受取利息及び配当金  △40 △36

支払利息  206 171

子会社株式評価損  2 ―

投資有価証券評価損  ― 1

売上債権の増減額      （増加：△）  20 △19

たな卸資産の増減額     （増加：△）  △549 646

仕入債務の増減額      （減少：△）  △581 △519

未払消費税等の増減額    （減少：△）  △107 72

役員賞与の支払額  △35 △25

その他  6 15

小計  1,412 3,116

利息及び配当金の受取額  23 19

利息の支払額  △188 △162

法人税等の支払額  △1,478 △581

営業活動によるキャッシュ・フロー  △231 2,391

    



  

  

科目 
 

第22期
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額     （増加：△）  20 ―

有形固定資産の取得による支出  △179 △300

有形固定資産の売却による収入  67 9

無形固定資産の取得による支出  △21 ―

投資有価証券の売却による収入  ― 110

貸付金の回収による収入  180 28

差入保証金の支払による支出  △140 △256

その他  △70 103

投資活動によるキャッシュ・フロー  △143 △304

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額    （返済：△）  450 △500

長期借入れによる収入  3,500 1,100

長期借入金の返済による支出  △5,370 △2,573

社債の発行による収入  980 500

社債の償還による支出  △50 △250

割賦債務等の支出  △234 △135

配当金の支払額  △151 △150

その他  △0 △8

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △876 △2,018

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △1,251 68

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,760 1,509

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  1,509 1,578
    



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 平成16年４月22日開催の取締役会決議に基づき、平成16年５月21日付で75百万円(１株につき10円)の中間配当を実施して

おります。また、平成17年４月18日開催の取締役会決議に基づき、平成17年５月23日付で75百万円(１株につき10円)の中

間配当を実施しております。 

２ 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
第22期

(平成16年11月26日) 
第23期 

(平成17年11月25日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

当期未処分利益の処分     

Ⅰ 当期未処分利益   2,096  756

      

Ⅱ 利益処分額     

１ 配当金   75 75  

２ 役員賞与金   25 ―  

(取締役賞与金)   (24) (―)  

(監査役賞与金)   (1) (―)  

 ３ 任意積立金     

    別途積立金   ― 100 500 575

Ⅲ 次期繰越利益   1,995  180

      



重要な会計方針 
  

項目 
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 ……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

子会社株式及び関連会社株式 

 ……同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 ……同左 

   時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 ……同左 

２ デリバティブ取引により

生ずる正味の債権及び債

務の評価基準及び評価方

法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品……売価還元法による原価法 

貯蔵品…最終仕入原価法 

商品……同左 

貯蔵品…同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産……定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物        15年から34年 

 構築物       10年から20年 

有形固定資産……同左 

  

  無形固定資産……定額法 

ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につ

いては、社内におけ

る利用可能期間(５

年 )に基づく定額

法。 

無形固定資産……同左 

  

  長期前払費用……定額法 長期前払費用……同左 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 全額支出時の費用として処理してお

ります。 

社債発行費 

同左 

６ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

して、回収不能見込額を計上してお

ります。 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担

額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

  退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

 なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(３年)に

よる定額法により費用処理しており

ます。 

退職給付引当金 

同左 



  

項目 
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

６ 引当金の計上基準 ――――――― 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

（会計処理方法の変更） 

 役員退職慰労金は、従来、支出時の

費用として処理していましたが、当期

より内規に基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上する方法に

変更いたしました。この変更は、役員

退職慰労金の引当金計上が会計慣行と

して定着しつつあることを踏まえ、将

来の支出時における一時的負担の増大

を避け,役員退職慰労金を役員の在任

期間に亘って合理的に費用配分するこ

とにより、期間損益の適正化及び財務

内容の健全化を図ることを目的として

行ったものであります。 

 この変更により、当期の発生額17百

万円は販売費及び一般管理費に、過年

度分相当額297百万円は特別損失にそ

れぞれ計上しております。この結果、

従来の方法によった場合に比べ、営業

利益及び経常利益は17百万円減少し、

税引前当期純損失は315百万円増加し

ております。 

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。ただし、為替予約等が付され

ている外貨建金銭債権債務等につ

いては振当処理を行っておりま

す。また、特例処理の要件を満た

す金利スワップ取引については特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引(為替予約取

引、通貨オプション取引及び金

利スワップ取引) 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   デリバティブ取引(通貨オプシ

ョン取引及び金利スワップ取

引) 

    ヘッジ対象 

   外貨建取引(金銭債権債務及び

予定取引)及び市場金利の変動

によりキャッシュ・フローが変

動する取引(変動金利支払の借

入金) 

  ヘッジ対象 

同左 



  

  
  
  
  

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

項目 
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

８ ヘッジ会計の方法 ③ ヘッジ方針 

  当社は為替相場の変動によるリス

クをヘッジするために為替予約取

引及び通貨オプション取引を実施

しております。また、市場金利の

変動によるリスクをヘッジするた

めに金利スワップ取引を実施して

おります。 

  なお、これらの取引については実

需の範囲内で行うこととし、投機

目的の取引は行わない方針であり

ます。 

③ ヘッジ方針 

  当社は為替相場の変動によるリス

クをヘッジするために通貨オプシ

ョン取引を実施しております。ま

た、市場金利の変動によるリスク

をヘッジするために金利スワップ

取引を実施しております。 

  なお、これらの取引については実

需の範囲内で行うこととし、投機

目的の取引は行わない方針であり

ます。 

  

④ ヘッジの有効性評価の方法 

  ヘッジ手段(特例処理を採用して

いる取引を除く)及びヘッジ対象

について、期末にヘッジの有効性

を評価しております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における現

金及び現金同等物は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない、取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

的な投資からなっております。 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日）が平成16年3月31日に終了する事業

年度に係る財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。この結果、従来の方法によった場合と比較し

て、税引前当期純損失は1,846百万円多く計上されてお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 



追加情報 

  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

――――――― （1）「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年

法律第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4

月1日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当期から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員会 実務対応報告書第

12号 平成16年2月13日）に従い法人事業税の付加価値

額及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業利益

及び経常利益は61百万円減少し、税引前当期純損失は61

百万円増加しております。 

  

――――――― (2)平成15年12月に契約いたしました輸入仕入予定取引

に係る包括的長期為替予約契約（通貨スワップ契約）に

ついては、これまでヘッジ会計を適用し繰延ヘッジ処理

を採用しておりましたが、ヘッジ対象としての予定取引

を厳格に見直した結果、当事業年度末においてヘッジ手

段から外した契約について時価評価することといたしま

した。この結果、特別損失に長期為替予約評価損53百万

円計上されております。 

 これにより税引前当期純損失及び当期純損失は53百万

円増加しております。 



 注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第22期 
(平成16年８月31日) 

第23期
(平成17年８月31日) 

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

買掛金 11百万円

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

――――― 

    

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (イ)担保提供資産 

現金及び預金 200百万円

建物 789 

構築物 26 

土地 8,599 

差入保証金 80 

計 9,695 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (イ)担保提供資産 

建物 767百万円

構築物 22 

土地 8,256 

計 9,047 

  (ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 600百万円

一年以内返済予定 
長期借入金 

1,974 

長期借入金 3,919 

計 6,493 

  (ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 450百万円

一年以内返済予定
長期借入金 

1,921 

長期借入金 2,676 

計 5,047 

    

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわれ

た場合には、会社の発行する株式について、これ

に相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

※３ 会社が発行する株式総数 普通株式27,000,000株

同左 

※３ 会社が発行する株式総数 普通株式27,000,000株

  発行済株式総数 普通株式 7,563,150株 発行済株式総数 普通株式 7,563,150株

    

※４ 自己株式の保有数 普通株式   1,874株 ※４ 自己株式の保有数 普通株式   2,852株

  
※５ 商法施行規則第124条第3号の規定により配当が制

限される純資産額は5百万円であります。 
※５ 商法施行規則第124条第3号の規定により配当が制

限される純資産額は9百万円であります。 



(損益計算書関係) 

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

   おおよその割合 

広告宣伝費 440百万円

従業員給与及び賞与 4,230 

賞与引当金繰入額 130 

地代家賃 2,969 

リース料 725 

減価償却費 464 

水道光熱費 755 

貸倒引当金繰入額 0 

販売費 82％

一般管理費 18％

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

   おおよその割合 

広告宣伝費 385百万円

従業員給与及び賞与 4,330 

賞与引当金繰入額 191 

地代家賃 2,984 

リース料 596 

減価償却費 404 

水道光熱費 747 

貸倒引当金繰入額 4 

役員退職慰労引当金繰入 17 

販売費 82％

一般管理費 18％

    

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

篠山店及び福知山東店の建物等の一部が道路用

地のため収用されたことによるものでありま

す。 

※２ ――――――― 

    

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 16百万円

解体費用 8 

その他 2 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

解体費用 3百万円

その他 2 

    

※４ ――――――― ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります 

土地 18百万円 

その他 0百万円 

    



  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※５ ――――――― ※５ 減損損失 

 当期において以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て店舗を基本単位として、また遊休資産については、物

件単位毎にグルーピングしております。地価が著しく下

落している、あるいは、営業活動から生じるキャッシ

ュ・フローが継続してマイナスである店舗及び地価が著

しく下落している遊休資産については、期首帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,846百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は次のとおりであります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却

額あるいは使用価値により測定しております。回収可能

額を正味売却価額により測定している場合には、路線

価、固定資産税評価額を基礎に算定しており、使用価値

により測定している場合には、将来キャッシュ・フロー

を4.0％で割引いて算定した価額を使用しております。 

用途 店舗等 遊休地 

種類 土地、建物等 土地 

場所 大阪府他 

（24店舗） 

大阪府 

（1件） 

減損損失 1,791百万円 55百万円 

店舗等 土地   1,424百万円 

建物     298百万円 

その他    68百万円 

遊休地 土地      55百万円 

    

※６ 火災損失の内容は次のとおりであります。 

商品 32百万円

建物 3 

その他 0 

※６  ――――――― 

  

  
※７  ――――――― ※７ 災害損失の内容は次のとおりであります。 

豊岡店及び氷上店等の台風による損害でありま
す。 

商品 98百万円

復旧費 6 

  



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,309百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△800 

現金及び現金同等物 1,509 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,378百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△800 

現金及び現金同等物 1,578 

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両及び 
運搬具 

33 25 8

工具器具 
及び備品 

3,235 2,410 824

合計 3,269 2,435 833

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両及び
運搬具 

27 23 4 

工具器具
及び備品 

2,518 2,001 517 

合計 2,546 2,024 522 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 526百万円

１年超 466 

計 992 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 343百万円

１年超 220 

計 564 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 673百万円

減価償却費相当額 603百万円

支払利息相当額 29百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 544百万円

減価償却費相当額 513百万円

支払利息相当額 15百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

第22期(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、減損処理を行なう際に、50％以上下落した銘柄はすべて減

損処理し、30％～50％下落したものは、個別銘柄毎に過去の株価の推移及び経営成績等を総合的に勘案して、減損処理の要

否を決定しております。 

  

３ 当期中に売却したその他有価証券 

   該当事項はありません。 

  

４ 時価のない主な有価証券 

   その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

 

 ① 株式 47 63 15

小計 47 63 15

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの 

 

 ① 株式 9 8 △1

 ② その他 55 50 △5

小計 65 58 △6

合計 113 122 9

内容 貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

4



第23期(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当期において減損処理を行い、投資有価証券評価損（雑損失）1百

万円を計上しております。なお、減損処理を行う際に、50％以上下落した銘柄はすべて減損処理し、30％～50％下落したも

のは、個別銘柄毎に過去の株価の推移及び経営成績等を総合的に勘案して、減損処理の要否を決定しております。 

  

３ 当期中に売却したその他有価証券 

   売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

４ 時価のない主な有価証券 

   その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの 

 

 ① 株式 36 52 16

小計 36 52 16

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの 

 

 ① 株式 4 4 △0

小計 4 4 △0

合計 40 56 16

内容 貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 3



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社は商品輸入にかかる外貨建取引を行ってお

り、これらについては為替相場の変動によるリスクが

あるものと認識しております。この為替相場の変動に

よるリスクを軽減するため、為替予約取引及び通貨オ

プション取引を行っております。 

また、変動金利支払いの借入金について、市場金

利の変動によるリスクを軽減するため、金利スワップ

取引を行っております。 

   

(1) 取引の内容及び利用目的等 

当社は商品輸入にかかる外貨建取引を行ってお

り、これらについては為替相場の変動によるリスクが

あるものと認識しております。この為替相場の変動に

よるリスクを回避するため、通貨オプション取引を行

っております。 

また、変動金利支払いの借入金について、市場金

利の変動によるリスクを回避するため、金利スワップ

取引を行っております。 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)・・為替予約、通貨オプション 

金利スワップ 

(ヘッジ対象)・・外貨建金銭債務等、借入金金利 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)・・通貨オプション、金利スワップ 

(ヘッジ対象)・・外貨建金銭債務等、借入金金利 

② ヘッジ方針 

当社は為替相場の変動によるリスクをヘッジするた

めに為替予約取引及び通貨オプション取引を実施して

おります。また、市場金利の変動によるリスクをヘッ

ジするために金利スワップ取引を実施しております。 

② ヘッジ方針 

当社は為替相場の変動によるリスクをヘッジするた

めに通貨オプション取引を実施しております。また、

市場金利の変動によるリスクをヘッジするために金利

スワップ取引を実施しております。 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段(特例処理を採用している取引を除く)及

びヘッジ対象について、決算期末にヘッジの有効性を

評価しております。 

③ ヘッジの有効性評価の方法 

         同左 

(2) 取引に対する取組方針 

通貨関連及び金利関連のデリバティブ取引について

は、実需の範囲内で個々の取引ごとに実施することと

しており、投機目的の取引は行わない方針でありま

す。 

(2) 取引に対する取組方針 

         同左 

(3) 取引に係るリスクの内容 

当社が利用しているデリバティブ取引は、為替相

場及び市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

なお、当社のデリバティブ取引の契約先はいずれ

も信用度の高い銀行であるため相手先の不履行による

いわゆる信用リスクはほとんどないと判断しておりま

す。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

      同左 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の実行及び管理は、決裁権限等

を定めた社内稟議規定に基づき、所定の決裁を受けて

実行し、経理部にて管理しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

      同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

第22期(平成16年８月31日) 

当社が利用しているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

  

第23期(平成17年８月31日) 

通貨関連 

（注）1.時価の算定方法 

     取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。 

   2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

1年超 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取引以外の 

取引 

通貨スワップ取引 

米ドル 1,959 1,287 1,906 △53

合 計 1,959 1,287 1,906 △53



(退職給付関係) 

  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △275百万円

②年金資産 92百万円

③未積立退職給付債務 △183百万円

④未認識数理計算上の差異 51百万円

⑤退職給付引当金 △131百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △307百万円

②年金資産 119百万円

③未積立退職給付債務 △188百万円

④未認識数理計算上の差異 23百万円

⑤退職給付引当金 △164百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 38百万円

②利息費用 3百万円

③期待運用収益 △1百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 16百万円

⑤退職給付費用 56百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 47百万円

②利息費用 4百万円

③期待運用収益 △1百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 22百万円

⑤退職給付費用 73百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に

より、発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ３年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法に

より、発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ３年



(税効果会計関係) 

  

  

  

(持分法損益等) 

第22期(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

第23期(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

第22期 
(平成16年８月31日) 

第23期
(平成17年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産(流動) 

  

  未払事業税 20百万円

  賞与引当金繰入限度超過額 52百万円

  その他 20百万円

繰延税金資産(流動)計 93百万円

繰延税金資産(流動)の純額 93百万円

   

繰延税金資産(固定)  

  退職給付引当金 47百万円

  減価償却超過額 114百万円

  投資有価証券等評価損 133百万円

  その他 147百万円

繰延税金資産(固定)計 442百万円

繰延税金負債(固定)  

  長期前払家賃 67百万円

  その他 8百万円

繰延税金負債(固定)計 75百万円

繰延税金資産(固定)の純額 366百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

  未払事業税 52百万円

  賞与引当金繰入限度超過額 77百万円

  商品評価損 71百万円

  為替予約評価損 21百万円

  その他 55百万円

繰延税金資産(流動)小計 279百万円

   

  退職給付引当金 63百万円

  役員退職慰労引当金 127百万円

  減価償却超過額 131百万円

  投資有価証券等評価損 130百万円

  減損損失 699百万円

  その他 138百万円

繰延税金資産(固定)小計 1,291百万円

   

評価性引当額 △766百万円

繰延税金資産合計 805百万円

   

繰延税金負債  

  長期前払家賃 73百万円

  その他 8百万円

繰延税金負債(固定)計 81百万円

繰延税金資産の純額 723百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   税引前当期純損失のため、記載しておりません。 



【関連当事者との取引】 

第22期(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

子会社等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間30年、毎月返済としております。な

お、担保は受け入れておりません。また、賃借料につきましては、地域の相場等を勘案し、合理的に決定しており、家

賃付随経費につきましては実費相当額を支払っております。 

(注) 記載の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 
(人) 

事業上
の関係 

子会社 ㈱新秋津 
京都府 
福知山 
市 

60 不動産の 
賃貸 

所有 
直接 

99 
兼任 ３

店舗の賃
借 

店舗の賃借 58 差入 
保証金 28

利息の受取 17 短期 
貸付金 28

経費の支払 17 長期 
貸付金 611



第23期(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

１ 子会社等 

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間30年、毎月返済としております。な

お、担保は受け入れておりません。また、賃借料につきましては、地域の相場等を勘案し、合理的に決定しており、家

賃付随経費につきましては実費相当額を支払っております。 

(注) 記載の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

（注）１ 杉浦広一が第三者（㈱スギ薬局）の代表者として行った取引であります。 

   ２ 桐間幹二が第三者（㈱イージャパンアンドカンパニー）の代表者として行った取引であります。 

３ （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

当社商品の販売は仕入価格に一定のマージンを加算する方法で決定しており、賃借料につきましては地域の

相場等を勘案し合理的に決定しております。また、有価証券は簿価額に基づき譲渡しております。 

４ 取引金額に消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税が含まれております。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

子会社 ㈱新秋津 
京都府 
福知山 
市 

60 不動産の 
賃貸 

所有 
直接 100 役員 3名

店舗の賃
借 

店舗の賃借 55 差入 
保証金 28

利息の受取 15 短期 
貸付金 28

経費の支払 16 長期 
貸付金 582

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 杉浦広一 ― ― 
㈱スギ薬局
代表取締役
社長 

なし ― ―
当社商品の
販売 17 ― ―

役員 桐間幹二 ― ― 

㈱イージャ
パンアンド
カンパニー
代表取締役
社長 

被所有
直接 9.9 ― ―

当社商品の
販売 120 売掛金 24

建物の賃貸 3 ― ―

役員の
近親者 桐間敏夫 ― ― 

桐間硝子工
業㈱代表取
締役社長 

被所有
直接 0.2 ― ―

有価証券の
譲渡 10 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たりの当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

第22期 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 1,668.11円 １株当たり純資産額 1,494.77円

１株当たり当期純利益 138.12円 １株当たり当期純損失 153.91円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。 

項  目
第22期

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

第23期 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

当期純利益（又は損失△） 1,069百万円 △1,163百万円

普通株主に帰属しない金額
(利益処分による役員賞与金) 

25百万円 ―百万円

普通株式に係る当期純利益（又は損失△） 1,044百万円 △1,163百万円

期中平均株式数 普通株式   7,561千株 普通株式     7,560千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後1株当たり当期純利益の算定に含めなかっ
た潜在株式の概要 

―

新株予約権2種類（新株予
約権の数2個）。 
 なお、これらの概要は
「新株予約権等の状況」に
記載のとおりであります。 



(重要な後発事象) 

第22期（平成16年8月31日） 

 当社は、平成16年10月15日開催の取締役会において、株式会社スギ薬局と包括的業務提携を行うことを決議し、同日資本提携・業

務提携に関する基本合意書を締結すると同時に、「商法第280条ノ20の規定による新株予約権の付与」を下記のとおり決議し、平成16

年11月26日の定時株主総会にて承認されました。 

１．新株予約権の付与について 

株式会社スギ薬局に対し、当社の総議決権数に対して最大50.1%の割合に達するまでの普通株式を有することが可能となる譲渡

制限付新株予約権を平成16年11月末日までに無償にて付与する。 

  

２．発行内容 

  

第23期（平成17年8月31日） 

 該当事項はありません。 

  第1回新株予約権 

（1）発行する株式の種類：普通株式 

（2）発行する株式数：予約権行使後の当社総議決権数に対して割当先の保有割合が33.4%となる株式数 

（3）権利行使期間：発行日の翌日から平成18年8月31日まで 

（4）権利行使時の払込金額： 

① 新株予約権の発行日の翌日から平成17年12月31日までに権利行使された場合 

平成16年10月12日から同月14日までの東京証券取引所における当社の普通株式取引の終値の単純平

均値を基準として決定された価格1株当り1,340円 

② 平成18年1月1日以降に権利行使された場合 

上記①の発行価額に1.05を乗じた金額（ただし、一定の場合に調整される） 

（5）その他：予約権の行使は一括の場合のみに限る 

第２回新株予約権 

（1）発行する株式の種類：普通株式 

（2）発行する株式数：予約権行使後の当社総議決権数に対して割当先の保有割合が50.1%となる株式数 

（3）権利行使期間：発行日の翌日から平成19年8月31日まで 

（4）権利行使時の払込金額： 

① 新株予約権の発行日の翌日から平成17年12月31日までに権利行使された場合 

平成16年10月12日から同月14日までの東京証券取引所における当社の普通株式取引の終値の単純平

均値を基準として決定された価格1株当り1,340円 

② 平成18年1月1日から平成18年12月31日までに権利行使された場合 

上記①の発行価額に1.05を乗じた金額（ただし、一定の場合に調整される） 

③ 平成19年1月1日以降に権利行使された場合 

上記①の発行価額に1.15を乗じた金額（ただし、一定の場合に調整される） 

（5）その他：予約権の行使は一括の場合のみに限る。上記の第1回新株予約権が行使期間内に行使されなか

った場合は、第2回新株予約権は消滅する。 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

㈱ビケンテクノ 34,000 28 

㈱光陽社 102,000 23 

大正製薬㈱ 2,100 4 

城北宣広㈱ 500 2 

㈱エーディーエモーション 15 0 

共栄火災海上保険㈱ 1 0 

計 138,616 59 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで、減損損失累計額の計上額であります。 

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

３ 長期前払費用の当期末現在の内20百万円は１年以内に費用化予定のものであり、貸借対照表上は前払費用（流動資産）に

含めて表示しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 7,631 192 
303
(298)

7,520 3,941 339 3,579

 構築物 848 55 
17
( 8)

885 593 41 292

 車両及び運搬具 13 ― 2 11 10 0 0

 工具器具及び備品 782 42 13 812 637 59 174

 土地 12,499 ― 
1,502
(1,479)

10,997 ― ― 10,997

 建設仮勘定 ― 215 199 16 ― ― 16

有形固定資産計 21,775 506 
2,038
(1,786)

20,243 5,183 441 15,059

無形固定資産       

 営業権 56 ― 
23
(14)

33 13 6 20

 借地権 94 ― 
45
( 45)

48 ― ― 48

 ソフトウェア 27 ― ― 27 10 5 17

 電話加入権 58 ― ― 58 ― ― 58

無形固定資産計 236 ― 
68
(59)

168 24 12 144

長期前払費用 280 39 70 248 18 9 230

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

土地 小野店 391百万円

  愛知川 278 

  市島店 270 

  新旭店 213 



【社債明細表】 

  

(注) １ 当期末残高のうち（ ）内は内書きで、１年内償還予定額であります。 

２ 貸借対照表後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期中平均に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％)  

担保 返済期限 

第２回無担保社債 平成15.11.28 450
350
(100)

0.74 ― 平成20.11.28 

第３回無担保社債 平成16.3.25 300
240
(60)

0.55 ― 平成21.3.25 

第４回無担保社債 平成16.3.25 200
160
(40)

0.55 ― 平成21.3.25 

第５回無担保社債 平成16.9.30 ―
450
(100)

0.71 ― 平成21.9.30 

合計 ― 950
1,200
(300)

― ― ― 

１年以内 
（百万円） 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

300 300 300 250 50

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,050 550 0.8 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,401 2,368 1.4 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

4,868 3,428 1.4
平成18年10月～ 
平成25年２月 

合計 8,320 6,346 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,746 1,083 406 90



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式は2,852株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は一般債権の貸倒実績率による洗替であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 2,374 ― ― 2,374

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (千株) (7,563) (―) (―) (7,563)

普通株式 (百万円) 2,374 ― ― 2,374

計 (千株) (7,563) (―) (―) (7,563)

計 (百万円) 2,374 ― ― 2,374

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)      

 株式払込剰余金 (百万円) 4,645 ― ― 4,645

(その他資本剰余金)      

 自己株式処分差益 (百万円) 5 ― ― 5

計 (百万円) 4,651 ― ― 4,651

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 93 ― ― 93

(任意積立金)      

 別途積立金 (百万円) 3,420 ― ― 3,420

計 (百万円) 3,513 ― ― 3,513

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 23 8 20 3 8 

賞与引当金 130 191 130 ― 191 

役員退職慰労引当金 ― 315 ― ― 315 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１) 現金及び預金 

  

  

２) 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

現金 640

預金の種類  

普通預金 934

定期預金 800

別段預金 2

小計 1,737

合計 2,378

相手先 金額(百万円)

㈱住友クレジットサービス 67

㈱ジェーシービー 57

㈱イージャパンアンドカンパニー 24

㈱リョーショクリカー 16

日本信販㈱ 10

その他 33

合計 210

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

190 4,186 4,166 210 95.2 17.5



３) 商品 

  

  

４) 貯蔵品 
  

  

５) 差入保証金 
  

  

区分 金額(百万円)

家電製品 1,069

日用雑貨 1,508

スポーツ・レジャー用品 2,050

食料品 1,276

チケット 28

その他 405

合計 6,341

区分 金額(百万円)

備品消耗品 44

包装資材 17

合計 62

区分 金額(百万円)

店舗差入保証金 3,824

社宅差入保証金 8

その他 4

合計 3,837



② 負債の部 

１) 買掛金 

  

  

２) 一年以内返済予定長期借入金 

  

  

３) 長期借入金 

  

注）ＵＦＪ信託銀行㈱は平成17年10月1日合併により三菱ＵＦＪ信託銀行㈱となっております。 

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(百万円)

㈱梅澤 855

㈱シスコ 761

㈱関西リョーショクリカー 622

㈱山星屋 558

㈱パルタック 533

その他 5,629

合計 8,960

借入先 金額(百万円)

商工組合中央金庫 654

㈱三井住友銀行 478

㈱みずほ銀行 352

㈱東京三菱銀行 316

住友信託銀行㈱ 180

その他 387

合計 2,368

借入先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 950

㈱みずほ銀行 689

商工組合中央金庫 677

住友信託銀行㈱ 350

ＵＦＪ信託銀行㈱ 200

その他 561

合計 3,428



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) １ 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

(ホームページアドレス http://www.japan－ds.com/stake/frame03.html) 

    ２ ＵＦＪ信託銀行株式会社は平成17年10月1日合併により三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社となっております。 

  

決算期 ８月31日

定時株主総会 11月中 

基準日 ８月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ２月末日

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社    全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号
ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社    全国本支店 

  買取手数料 １単元当たりの売買委託手数料相当額を買取った単元未満株式数で按分した額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 (注) 

株主に対する特典 

(1) 内容 当社取扱商品お買上に対する、優待割引券もしくは当社取扱

い商品を贈呈。 

(2) 対象株主 毎年２月末日及び８月末日現在における株主名簿及び実質株

主名簿に記載された、当社株式100株以上を所有する株主及

び実質株主。 

(3) 贈呈基準 店舗がある地域の対象株主に対しては、所有株式数に応じた

優待割引券を、それ以外の地域の対象株主に対しては、当社

取扱い商品を贈呈。 

(4) 贈呈時期及び方法 毎年２月末日現在の株主に対しては５月に、８月末日現在の

株主に対しては11月に発送。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

(1) 臨時報告書 
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異動)
の規定に基づくものであります。 

 
平成16年10月21日 
近畿財務局長に提出 

         

(2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第22期) 

自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日 

 
平成16年11月26日 
近畿財務局長に提出。 

           

(3) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

新株予約権証券の募集に係るもので
あります。 

 
平成16年11月26日 
近畿財務局長に提出。 

           

(4) 
有価証券届出書の 
訂正届出書 

上記(3)有価証券届出書に係る訂正届
出書 

 
平成16年12月２日 
近畿財務局長に提出。 

           

(5) 有価証券報告書の訂正報告書      
平成16年12月17日 
近畿財務局長に提出。 

自 平成14年９月１日 至 平成15年８月31日(第21期)の有価証券報告書に係る訂正報告書で
あります。 

           

(6) 半期報告書の訂正報告書 
  
  

   
平成16年12月17日 
近畿財務局長に提出。 

自 平成15年９月１日 至 平成16年２月29日(第22期中)の半期報告書に係る訂正報告書であ
ります。 

  

           

(7) 半期報告書 （第23期中） 
自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日 

 
平成17年５月16日 
近畿財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月２６日

株 式 会 社 ジ ャ パ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャパンの

平成１５年９月１日から平成１６年８月３１日までの第２２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジャパンの

平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１０月１５日付けで、株式会社スギ薬局と資本提携・業務提携に関す

る基本合意書を締結し、平成１６年１１月２６日開催の定時株主総会において、同合意書に基づく「商法第280条ノ20の規定による新

株予約権の付与」についての承認を受けた。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  関与社員 公認会計士 生 越 栄 美 子 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２５日

株 式 会 社 ジ ャ パ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャパンの

平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシ

ュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジャパンの

平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な会計方針８．に記載されているとおり、従来、役員退職慰労金は支出時の費用として処理していたが、当事業年度より

内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

 ２．財務諸表作成の基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損にかかる会計処理を適

用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 生 越 栄 美 子 
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